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1.趣旨・背景

公益信託法が改正され、新しい公益信託制度が2026（令和8）年4月1日より開始する予定である。

改正前の公益信託制度は社会的課題解決のための民間公益活動の主体として公益法人と同様の機能を有

するとされるが、活用が低調であった。

その理由として、主務官庁制により許可監督の基準・運用が不統一、信託財産が金銭に限られる、適正な

報酬が得られず受託者にとって推進のインセンティブが働きにくい、公益信託が一般に知られていない等

があげられる。

2.内容
新公益信託制度に関する税制措置については、現行の公益法人並みの税制とすることをコンセプトに、令

和6年度税制改正で手当てがなされたものの、一部未対応の部分について令和7年度改正で手当てがされ

る。

①公益法人等に対して財産を寄附した場合の譲渡所得の非課税制度の承認特例の対象に公益信託の追加

②公益法人等に対して財産を寄附した場合の譲渡所得の非課税制度の特定買換資産の特例の対象に公益

信託を追加

③公益法人等に対して財産を寄附した場合の譲渡所得の非課税制度の承認取消時において、受託者の固

有財産に係る所得等とは区分して課税する措置

④非営利型一般法人の残余財産の帰属先に公益信託を追加

公益信託制度改革等に伴う所要の措置

＜改正のポイント＞
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3.適用時期
公益信託に関する法律の施行日より適用される（2026(令和8)年４月１日施行予定）

4.影響
新しい公益信託制度では、認可を受けたすべての公益信託が公益法人並みの税制優遇を受ける制度に

なる （寄付者の優遇措置、譲渡所得非課税、受託者の信託財産に生じる所得の非課税等）。

公益信託の特徴として理事会等の機関設置が不要、事務所の設置が不要であることなどから公益法人

と比較し小規模な財産を公益目的に用いることに適しているといわれており、今後社会的課題解決のた

めの選択肢として活用されることが期待される。

5.実務のポイント
(1)2025（令和7）年夏頃に策定される、政令・内閣府令、公益信託ガイドライン、公益信託会計基準の

内容

(2) (1)における受託者・信託管理人の報酬の基準の具体的内容

(3) (1)におけるモデル公益信託契約の内容

(4) 信託業法との関係の整理

＜改正のポイント＞
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(1)新しい公益信託制度

１. 改正の趣旨・背景

公益信託は、委託者から受託者に託された信託財産を用いて、受託者が委託者の想いに沿った公益活動を

継続的に行う仕組みである。公益信託制度が抜本的に見直され、より使い勝手の良い仕組みとなる。

改正後改正前公益信託制度の改正

金銭に加え、有価証券、不動産、美術品等を信託財産にす
ることが可能

事実上、金銭に限定
（特定公益信託、認定特定公益信託）

信託財産の範囲を拡大

助成に加えて、助成以外のさまざまな公益的活動が可能
（学生寮・美術館の運営など）

主に助成信託事務の範囲を拡大

認可基準を満たせば、信託会社に加え公益法人・NPO法
人等も受託者になることが可能。法人に限らず個人も受
託者になることが可能。

事実上、信託会社に限定
（特定公益信託、認定特定公益信託）

受託者の範囲を拡大

公益信託の認可・監督が公益法人と同一の行政庁に一元
化され、認可・監督の基準も統一される。

主務官庁による許可・監督主務官庁制の廃止

信託財産
公益信託事務の実施

受託者委託者

行政庁
認可・監督

認可申請

信託管理人

信託法上の権限行使

重要事項の同意

・育英資金の給付

・学術研究奨励金

・学生寮の運営

・美術館の運営

など

受託者の範囲を拡大

1

2

3

4

3
信託財産の範囲を拡大1

公益信託事務の範囲を拡大

2
主務官庁制の廃止4



Copyright 2025 Yamada Group  All Rights Reserved. （所得税・相続税・法人税・消費税：公益信託制度改革等に伴う所要の措置） 4

(２)公益信託制度の見直し（公益信託の類型）

１. 改正の趣旨・背景

＜公益信託＞

受益者の定めがないこと、学術等公益目的であ

ること、主務官庁の許可を受けること等

＜特定公益信託＞

公益信託のうち、次の事項等が信託行為に

おいて明らかであり、受託者が信託会社であ

ることの要件を満たすことにつき主務大臣の

証明を受けたもの

・信託終了時に信託財産が国・地方公共団体

に帰属、類似の公益信託として継続すること

・信託財産受け入れる資産は金銭に限られる

・信託財産の運用は預貯金・国債等に限られる

＜認定特定公益信託＞

特定公益信託のうち次に掲げるものを信託

目的とし、相当と認められる業績を持続でき

ることにつき主務大臣の認定を受けたもの

（認定を受けた日の翌日から5年を経過してい

ないものに限る）

・科学技術に関する試験研究への助成

・人文科学の諸領域の優れた研究への助成

・学校教育への助成 ・学資の支給 等

③認定特定
公益信託

②特定
公益信託

①公益信託

主務大臣

の証明

主務大臣

の認定

公益信託

新公益信託制度（１区分）旧公益信託制度（３区分）

①意義：

受益者の定めのない信託であって公益事務を行うことの

みを目的とするもの

②要件：

信託行為（信託契約または信託遺言）により、信託行為に

名称、信託管理人となる者を指定する定め、帰属権利者と

なるべき者を指定する定めをおく。

③効力：

行政庁の認可を受けなければ効力を生じない。

④認可：

受託者となろうとする者は認可の申請をする

⑤公益信託認可の基準：

(ｱ)公益事務を行うことのみを目的とする

(ｲ)受託者が公益信託事務を適正に処理するのに必要な経

理的基礎・技術的能力を有する

(ｳ)信託管理人が受託者の公益信託事務を監督するのに必

要な能力を有する

(ｴ)受託者が、委託者・受託者等の関係者に対し信託財産を

用いて特別の利益を与えない

(ｵ)受託者が、株式会社や特定の個人に対し信託財産を用

いて特別の利益を与えない

(ｶ)収支均衡・使途不特定財産等の財務要件を満たす

(ｷ)一定の場合を除き信託財産に株式等が属さない

(ｸ)類似の公益事務を目的とする公益信託、類似の公益目

的事業を目的とする公益法人等、国・地方公共団体を帰属

権利者とする 等

旧制度は、旧公益信託法、公益信託の引受け許可審査基準、税法により3つの類型に区分され、類型ごとに課

税関係が異なる。新制度は税法では定めをおかず新公益信託法のみで規定され、1つの区分となる。

・旧公益信託法

・審査基準 等

・税法

・税法
・新公益信託法

※説明の便宜上、①公益信託を「一般の公益信託」と表現する。
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(３)公益信託税制の見直し（令和6年度税制改正）

１. 改正の趣旨・背景

令和６年度税制改正では、公益法人と共通の枠組みで公益認可・監督を受けることを踏まえて、公益信託や

これに寄付を行う個人・法人に対する課税等につき、公益法人並みの税制上の措置が講じられた。

委託者 受託者
①拠出 ③給付

②運用

①
拠
出
時

寄
付
税
制

個人が新公益信託の信託財産として財産を拠出し

た場合には寄附金控除（所得控除）の対象とする

個人が旧公益信託の信託財産として財産を拠出し

た場合には、認定特定公益信託に限り寄附金控除

（所得控除）の対象とする。

法人が旧公益信託の信託財産として財産を拠出し

た場合には、一般の公益信託は損金不算入、特定

公益信託は一般寄附金、認定特定公益信託は特定

公益増進法人と同様の別枠損金算入とする。

法人が新公益信託の信託財産として財産を拠出し

た場合には、特定公益増進法人に対する寄付金と

同様の別枠損金算入とする

譲
渡
所
得

個人が旧公益信託に財産を拠出した場合に、みな

し譲渡の対象となるかについて不明確であった。

特定公益信託・認定公益信託については拠出財産

が金銭に限られており論点にならなかったと推測

される。

新公益信託の委託者である個人が財産を信託した場

合、委託者から受託者に対して贈与（※）があったも

のとして取り扱うことが明確にされた（受託者が法人

の場合は改正前の「法人に対する贈与」に該当）。

（※）贈与税は非課税

みなし譲渡の対象となる事由に公益信託の受託者で

ある個人に対する贈与が追加された。

旧公益信託は、公益法人等に対して財産を寄附し

た場合の譲渡所得の非課税措置の対象に含まれ

ていない。

新公益信託が、公益法人等に対して財産を寄附した

場合の譲渡所得の非課税措置の対象に追加された

（一般特例に限り、承認特例を除く）。

相続財産
寄付

旧公益信託のうち認定特定公益信託のみが、公益

法人等に対して相続財産を贈与した場合の相続税

の非課税措置の対象に含まれる（ただし対象財産

は金銭に限る）。

新公益信託が、公益法人等に対して相続財産を贈

与した場合の相続税の非課税措置の対象に追加さ

れた。

対象財産は金銭に限定しないこととされた。

改正前 改正後

個
人

法
人

み
な
し
譲
渡

非
課
税

受給者

■取引イメージ
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(３)公益信託税制の見直し（令和6年度税制改正）

１. 改正の趣旨・背景

②
運
用
時

旧公益信託と同様に新公益信託の信託財産から生

じる所得についても所得税を課さないこととされ

た。

旧公益信託の信託財産から生じる所得については

所得税を課さないこととされている。

旧公益信託のうち一般の公益信託については、委

託者が信託財産を有するものとみなして委託者に

課税される。特定公益信託及び認定特定公益信託

については委託者・受託者段階では課税されない。

委託者が信託財産を有するものとみなす取扱いが

廃止される。

新公益信託については、委託者・受託者段階では

課税さないこととされた。

所
得
税

法
人
税

消
費
税

旧公益信託のうち一般の公益信託については、委

託者が信託財産係る取引を行ったものとみなして

委託者に消費税が課税される。

特定公益信託・認定特定公益信託については、受

託者に消費税が課税される。

申告単位は、受託者の当該信託財産と受託者の固

有財産をまとめて申告・納税をする。

旧公益信託は、国・地方公共団体・公共法人等に適

用される特定収入がある場合の仕入控除税額の

調整措置の対象外である。

委託者が信託財産に係る取引を行ったものとみな

す取扱いが廃止され、新公益信託については、受

託者に消費税が課税される。

申告単位は、各信託財産・受託者の固有財産ごと

に別の者とみなして、それぞれ別に申告納付をす

る。

事業者免税点・簡易課税制度の適用にあたっては

各信託財産・受託者の固有財産を合算して判定を

行う。

新公益信託は、国・地方公共団体・公共法人等に適

用される特定収入がある場合の仕入控除税額の

調整措置の対象に追加された。

改正前 改正後

納
税
義
務
者

申
告
単
位

国
等
の
特
例

委託者 受託者
①拠出 ③給付

②運用

受給者

■取引イメージ
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(３)公益信託税制の見直し（令和6年度税制改正）

１. 改正の趣旨・背景

旧公益信託の委託者が個人の場合、受給者（個人）

に贈与税が課税される。ただし特定公益信託・認定

公益信託の場合であって学資を目的とする場合は

非課税となる。

③
給
付
時

旧公益信託の委託者が法人の場合は所得税（一時

所得等）が課税される。学資を目的とする場合等

は非課税となる。

受託者の属性（個人・法人）に関わらず、受給者個

人が新公益信託の信託財産から給付を受けた場合

は所得税（一時所得等）が課税される。学資を目的

とする場合等は非課税となる。

受給者法人

法人税が課税される。公益法人等の場合は収益事

業の収益の場合のみ課税される。

法人税が課税される。公益法人等の場合は収益事

業の収益の場合のみ課税される。

④
そ
の
他

相続税法上、旧公益信託の委託者は公益信託の信

託財産を保有するものとみなされていた。

一般の公益信託の委託者が死亡した場合には相

続税が課税される。

特定公益信託・認定公益信託の委託者が死亡した

場合は課税価格がゼロとみなされて結果相続税が

課税されない。

委託者が公益信託の信託財産を保有するものとみ

な取扱いが廃止された。

公益信託の委託者が死亡した場合には相続税は

課税されない。

改正前 改正後

委
託
者
の
死
亡

受託者個人
↓

受給者個人

受託者法人
↓

受給者個人

委託者 受託者
①拠出 ③給付

②運用

受給者

■取引イメージ
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２. 改正の内容（令和7年度税制改正）

個人が公益法人等に対して財産を贈与又は遺贈（以下「贈与等」という）した場合の譲渡所得等の非課税措

置（以下「譲渡所得等の非課税措置」という）のうち承認特例の対象範囲に、公益信託の受託者に対するその

信託財産とするための贈与等で次を満たすものを加える。

ア 当該公益信託の受託者及び信託管理人（これらの者の理事等を含む。）並びにこれらの者の親族等以外

の者からのもの

イ その贈与等に係る財産が一定の手続の下で当該公益信託の受託者の行う公益信託事務に充てるための

基金に組み入れられるもの

●内容：自動承認なし
●対象法人：公益法人、非営利型一般法人、社会医療法人、社
会福祉法人、学校法人、宗教法人、NPO法人、公益信託等
●承認要件：
ア 寄付が公益の増進に著しく寄与すること
イ 寄付財産がその寄付日から２年を経過する日までの期間内
に寄付を受けた公益法人等の公益目的事業の用に直接供され
、又は供される見込みであること
ウ 寄付により、寄付をした人の親族等の相続税や贈与税の負
担を不当に減少させる結果とならないと認められること

寄付者 承認特例対象法人
現物寄付

取得時の価額

値上がり益
寄付時

の時価

譲渡所得（課税） 非課税国税庁長官の承認

財産

●内容：申請書の提出があった日から１か月又は３か月以内に
承認又は不承認の決定がない場合には自動承認
●対象法人：公益法人、一定の学校法人、社会福祉法人、認定
NPO法人、公益信託等
●承認要件：
ア 公益信託の受託者及び信託管理人（これらの者の理事等を含
む。）並びにこれらの者の親族等以外の者からの寄付であること
イ その贈与等に係る財産が一定の手続の下で当該公益信託
の受託者の行う公益信託事務に充てるための基金に組み入れ
られるもの

(1)承認特例へ公益信託の追加

（公益法人等へ財産を寄附した場合の譲渡所得の非課税措置）

一般特例 承認特例

令和７年度税制改正
で対象に追加

・公益信託

令和６年度税制改正
で対象に追加

・公益信託
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２. 改正の内容（令和7年度税制改正）

譲渡所得等の非課税措置の特定買換資産の特例の対象範囲に公益信託が追加される。

一定の手続の下で当該公益信託の受託者の行う公益信託事務に充てるための基金に組み入れられるもの

を加える。

非
課
税
承
認
後

一
般
特
例
の
場
合

承
認
特
例
の

場
合

非課税承認の継続

非課税承認の取消

非課税承認

の継続

非課税承認の継続
一定の「基金」で管理し公益目的事業に利用

・基金内での寄付財産の買換

（同種資産に限らない。例：土地から株式への買換等）

特定買換資産の特例

寄付財産をそのまま公益目的事業に利用

原則

公益目的事業に利用しなくなった場合

（寄付財産の売却等）

公益目的事業の用に２年以上直接供している寄付財産を

同種の資産等に買換をし公益目的事業に利用

一定の「基金」で管理し公益目的事業に利用

・基金内での寄付財産の買換

（同種資産に限らない。例：土地から株式への買換等）

買換特例

＜寄付財産の買換イメージ＞

（2）特定買換資産の特例への公益信託の追加

（公益法人等へ財産を寄附した場合の譲渡所得の非課税措置）

令和７年度税制改正で対象に追加
・公益信託

非課税承認の継続

令和７年度税制改正で対象に追加
・公益信託
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２. 改正の内容（令和7年度税制改正）

（3）非課税承認取消時の受託者への課税の措置

（公益法人等へ財産を寄附した場合の譲渡所得の非課税措置）
譲渡所得等の非課税措置について、非課税承認の取消により公益信託の受託者に対して所得税を課税する場

合には、当該取消により生じた信託財産に係る所得について、当該受託者の固有財産に係る所得等とは区別して

課税することとするほか、所用の措置を講ずる。

（4）非営利型一般法人の残余財産帰属先への公益信託の追加
法人税法上の非営利型一般法人の要件のうち、残余財産の帰属先に関する要件について、その残余財産の帰属

先として認められるものの範囲に公益信託の信託財産を加える。


